
令和５年３月末現在

契約の名称 担当課 契約の概要 契約の相手方の名称 所在地 契約期間 契約金額 随意契約とすることとした理由

1
令和４年度西之表市生活困窮者
自立相談支援事業業務委託

福祉事務所

　生活困窮者自立支援法に基づき設置した「西之表市
くらしサポートセンター」が行う「自立相談支援事
業」の実施。

社会福祉法人　西之
表市社会福祉協議会

西之表市桜が丘7779番地
94

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

5,558,819円

 厚生労働省通達において、当該事業を委託する場合、委託先の選定にあたっ
ては、生活困窮者に対してすでに何らかの支援を行っている事業者、類似の事
業を行っている事業者との考えが示されており、本市においては当該事業者1
業者のみが該当するため。
 また、本業務は相談支援が主であるため相談員は一定の実務経験と資格等を
有することが要件である。そのような人員配置の継続確保のため、当該事業者
との業務委託開始時（Ｈ28）に相談支援員の正規雇用を求め、本事業の継続実
施においては委託先とするなど、その財源支援を行うことを確認している。こ
のことから、当該事業における委託先については、特段の事由がない限り変更
することができないため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該
当）

2
令和４年度西之表市生活困窮者
就労準備支援事業業務委託

福祉事務所
　生活困窮者自立支援法に基づき設置した「西之表市
くらしサポートセンター」が行う「就労準備支援事
業」の実施。

社会福祉法人　西之
表市社会福祉協議会

西之表市桜が丘7779番地
94

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

2,750,000円

　厚生労働省通達において、当該事業を委託する場合、委託先の選定にあたっ
ては、生活困窮者に対してすでに何らかの支援を行っている事業者、類似の事
業を行っている事業者との考えが示されており、本市においては当該事業者1
業者のみが該当するため。
　また、本事業は生活困窮者自立相談支援事業と一体的に実施するものであ
り、本市の規模等からも他事業所を選定することは想定されず、生活困窮者自
立相談支援機関の受託先と合わせる必要があるため。（地方自治法施行令第
167条の２第１項第２号該当）

3
令和４年度西之表市生活困窮者
家計相談支援事業業務委託

福祉事務所

　生活困窮者自立支援法に基づき設置した「西之表市
くらしサポートセンター」が行う「家計相談支援事
業」の実施。

社会福祉法人　西之
表市社会福祉協議会

西之表市桜が丘7779番地
94

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

2,336,649円

　厚生労働省通達において、当該事業を委託する場合、委託先の選定にあたっ
ては、生活困窮者に対してすでに何らかの支援を行っている事業者、類似の事
業を行っている事業者との考えが示されており、本市においては当該事業者1
業者のみが該当するため。
　また、本事業は生活困窮者就労準備支援事業と一体的に実施することが効率
的であり、補助率の加算等財源の確保もなされるため。（地方自治法施行令第
167条の２第１項第２号該当）

4
種子島地区基幹相談支援セン
ターの設置・運営業務の委託

福祉事務所

　地域における障害者相談支援の中核的役割を担う機
関として、種子島地区基幹相談支援センターを運営
し、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律77条の2に規定する基幹相談支援セン
ター業務等を種子島地区自立支援協議会を構成する1
市2町による広域事業として実施する。

社会福祉法人　暁星
会　理事長　橋口
勝

熊毛郡中種子町野間6584
番地1

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

2,395,420円

　種子島地区基幹相談支援センターの設置については、自立支援協議会の設置
委員会の中で検討され、社会福祉法人暁星会に委託することになったため。ま
た、検討内容については、経営会議等に報告し、令和４年４月１日設置に向け
て了承を得ているため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

5
在宅当番・救急医療情報提供実
施事業委託契約

健康保険課
熊毛地区管内における休日又は夜間の比較的軽症患者
の治療（第一次救急医療体制）確保と救急医療知識の
普及啓発活動事業を実施するもの。

一般社団法人 熊毛地
区医師会 会長　田上
寛容

西之表市栄町２番地
令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

1,098,000円

　本業務は、休日または夜間における第一次救急医療体制の確保及び住民に対
する救急医療知識の普及啓発を図るため、休日または夜間の診療を行う在宅当
番医による当番日の調整事務及び在宅当番医の実施事業を熊毛地区医師会が
行っている。業務内容が特殊であり、上記法人でなければ業務遂行が困難のた
め。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

6
新型コロナウイルスワクチン接
種ＷＥＢ予約サービス

健康保険課

　新型コロナウイルスワクチン接種の予約に関し、接
種希望者から24時間、スマートフォン及びパソコンか
ら予約受付を行うため、ＷＥＢ予約サービスを利用す
るもの。

マーソ株式会社
東京都港区虎ノ門４-３-
１

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

1,320,000円

　現在、サービス提供を受けている予約受付システムと本市の情報処理システ
ムとが円滑に連動し運用されている中、今後、別の者の予約システムを導入し
た場合、予約受付業務そのものに支障をきたす恐れがあるため。（地方自治法
施行令第167条の２第１項第２号該当）

7
固定資産税支援システムデータ
更新等業務委託

税務課
　現在稼働している固定資産管理システムのデータ更
新を行うことで固定資産税の事務効率化を図ることを
目的として行う。

株式会社パスコ鹿児
島支店

鹿児島市鴨池新町６番６
号

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

2,805,000円

　本業務は、固定資産税支援システムの地番図異動更新、家屋図異動更新及び
システムバージョンアップを目的とするものである。既存の情報システム等を
設計又は制作した者以外の者に施行された場合、契約不適合責任の範囲が不明
確となるなどの密接不可分な関係にある保守契約であるため。（地方自治法施
行令第167条の２第１項第２号該当）

8
eLTAX ASPサービス（年金特
徴・国税連携・電子申告・共通
納税システム）利用契約

税務課

　一般社団法人地方税電子化協議会が運営する地方税
ポータルシステム(eLTAX）により提供される年金特
徴、国税連携、電子申告等のシステムについてASP方
式により機能提供を受ける利用契約。

株式会社 日立システ
ムズ 中国支社

広島県広島市中区上幟町
３番３３号

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

2,191,200円

　当該利用契約は、地方税電子化協議会が運営する地方税ポータルシステム
（eLTAX）により提供される各種システムのデータ連携によるサービスを受け
るもので、当該協議会の認定委託先事業者がサービス提供を行うこととされて
おり、また本市の税務申告システムとのデータ連携も必要となるため。（地方
自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

9
西之表市公式ホームページ保守
管理業務委託

総務課

　平成28年度にホームページのリニューアルを行い、
CMS（コンテンツ・マネジメント・システム）を導入
し、ホームページの更新等を行っている。令和4年度
においても引き続き同システムを利用しホームページ
の更新等を行うことから、そのシステムの保守・管理
を行うもの。

株式会社スマートバ
リュー
クラウドイノベー
ションDivision

大阪市中央区道修町3-6-
1京阪神御堂筋ビル7階

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

2,112,000円

　平成28年度にホームページのリニューアルを行い、当該事業者のCMS（コン
テンツ・マネジメント・システム）を導入し、ホームページの更新等を行って
おり、今後も引き続き同システムを利用しホームページの更新等を行うことか
ら、他業者では保守・運用ができず、業務に支障を来たすため。（地方自治法
施行令第167条の２第１項第２号該当）

〇令和4年度随意契約の公表



10
令和４年度西之表市防災情報シ
ステム運用保守管理業務委託

総務課 　西之表市防災情報システムの運用及び保守
東京テレメッセージ
株式会社

東京都港区西新橋二丁目
35番2号　ハビウル西新
橋11F

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

10,318,000円

　本システムは、導入元である東京テレメッセージ株式会社の電気通信機器等
を使用しており、本システムの電気通信サービス提供元が国内に前述の１社し
かないため本システムの運用管理業務を他業者が行うことはできないため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

11 地域福祉支援システム改修 総務課
　本市に導入している地域福祉支援システム内の、避
難行動要支援者に係る部分について改修を行う。

株式会社パシフィッ
クシステム

宮崎県日向市永江町１丁
目105番地

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

1,045,000円
　本システムは、導入元である株式会社パシフィックシステムが開発している
ものであり、システムの改良は開発元しか行うことができない。（地方自治法
施行令第167条の２第１項第２号該当）

12
西之表市例規集管理システム利
用契約

総務課

　本市が導入している例規集管理システム（例規管理
システム、法制支援システム、法令情報システム及び
例規整備支援システム）の利用に関するもので、例規
整備支援システムに通知通達検索機能の利用を追加す
るもの。

第一法規株式会社
東京都港区南青山二丁目
11番17号

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

1,201,200円
　本システムは、第一法規株式会社より平成15年から導入しており、そのシス
テムのデータベースのこれまでの改正履歴等も含め、検索システム利用に関す
る契約であるため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

13
西之表市例規集データベース維
持更新及び追録発行業務委託

総務課
　本市が導入している例規管理システムのデータベー
ス維持更新及び例規集（紙媒体）の追録発行業務を委
託するもの。

第一法規株式会社
東京都港区南青山二丁目
11番17号

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

1,799,600円
　本システムは、第一法規株式会社から導入しており、そのデータベースの維
持更新及び追録発行であるため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２
号該当）

14
西之表市地域情報通信基盤カメ
ラシステム保守

企画課
　市役所、天神橋、能野海水浴場、浦田海水浴場、鉄
浜海岸に設置しているライブカメラの機器保守。

光陽無線株式会社
福岡市博多区新和町2丁
目3番32号

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

1,540,000円
　平成30年度にシステム更新を行った際の導入先であり、当該事業者以外が機
器点検、プログラム変更、障害対応を行うことができないため。（地方自治法
施行令第167条の２第１項第２号該当）

15
西之表市地域情報通信基盤設備
保守

企画課
　西之表市内に敷設されている光ファイバー網関係機
器の維持管理。

西日本電信電話株式
会社　鹿児島支店

鹿児島市松原町4番26号
令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

17,820,000円

　平成21年度にブロードバンド通信基盤整備を施工した事業者であり、平成23
年度にIRU契約による回線使用契約を交わしている事業者であるため、当該事
業者以外が保守・点検業務を行うことが困難なため。（地方自治法施行令第
167条の２第１項第２号該当）

16
庁内イントラネット職員ポータ
ルシステム保守

企画課
　庁内イントラネットで利用する職員用グループウエ
アの運用保守を行う。

株式会社南日本情報
処理センター

鹿児島市東開町4-104
令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

1,089,000円
　平成24年に導入した際の開発元であるため、当該事業者以外がプログラムの
修正や障害等の対応を行うことができないため。（地方自治法施行令第167条
の２第１項第２号該当）

17
共同利用型総合行政情報システ
ム用仮想端末機器保守

企画課
　個人番号利用系システムで利用する仮想端末の機器
保守。

株式会社南日本情報
処理センター

鹿児島市東開町4-104
令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

5,217,300円
　平成30年に導入した際の導入先であるため、当該事業者以外がプログラムの
修正や障害等の対応を行うことができないため。（地方自治法施行令第167条
の２第１項第２号該当）

18
共通基盤用仮想サーバー機器保
守

企画課
　LGWAN接続系、インターネット接続系、公衆系の仮
想サーバー機器の保守。

株式会社南日本情報
処理センター

鹿児島市東開町4-104
令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

2,471,480円
　平成28年に導入した際の導入先であるため、当該事業者以外がプログラムの
修正や障害等の対応を行うことができないため。（地方自治法施行令第167条
の２第１項第２号該当）

19
共通基盤用仮想サーバーサポー
ト保守

企画課
　LGWAN接続系、インターネット接続系、公衆系の仮
想サーバーの運用サポート保守。

株式会社南日本情報
処理センター

鹿児島市東開町4-104
令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

2,805,000円
　平成28年に導入した際の導入先であるため、当該事業者以外がプログラムの
修正や障害等の対応を行うことができないため。（地方自治法施行令第167条
の２第１項第２号該当）

20
共通基盤用ネットワーク機器保
守

企画課
　LGWAN接続系、インターネット接続系、公衆系の
ネットワーク機器保守。

株式会社南日本情報
処理センター

鹿児島市東開町4-104
令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

1,177,000円
平成29年に導入した際の導入先であるため、当該事業者以外がプログラムの

修正や障害等の対応を行うことができないため。（地方自治法施行令第167条
の２第１項第２号該当）

21
自治体情報セキュリティ強化対
策機器保守

企画課
　セキュリティ関係システム（二要素認証、ログ追跡
ソフト、インターネット系メールサーバー）の機器保
守。

株式会社南日本情報
処理センター

鹿児島市東開町4-104
令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

3,988,732円
　平成29年に導入した際の開発元であるため、当該事業者以外がプログラムの
修正や障害等の対応を行うことができないため。（地方自治法施行令第167条
の２第１項第２号該当）

22
自治体情報セキュリティクラウ
ド運用保守

企画課
　鹿児島県内の自治体がインターネットを利用する際
に使用するセキュリティクラウド回線の運用保守業
務。

富士通Japan株式会社
鹿児島支社

鹿児島市山之口町3番31
号

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

1,232,880円
　鹿児島県が運用するシステムを県内市町村で共同利用しており、当該事業者
以外が機器の設定変更や障害等の対応を行うことができないため。（地方自治
法施行令第167条の２第１項第２号該当）

23 牧之峯仮置場管理業務委託 市民生活課
　牧之峯仮置場仮置場における剪定枝・伐採木・草・
竹の受け入れ。
重機等を使用した、仮置場の整備。

公益社団法人　西之表
市シルバー人材セン
ター

西之表市桜が丘7779番地
93

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

1,724,976円
　地方自治法施行令第167条の２第１項第３号に該当する団体と契約するた
め。

24 西京ダム観測機器保守業務委託 農林水産課
　西京ダムに設置のダム管理設備が常時、正常な状態
で稼働できるように定期保守及び緊急保守。

プライムシステム株式
会社

熊本市中央区水前寺6丁
目3番12号

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

1,540,000円

　西京ダム観測機器の導入業者である日本電気株式会社の保守点検業務を行って
きた部門が独立した企業で、これまでの業務も経験しており、設備機器に精通し
ている。
また、西京地区水管理設備についても同様であり、一元的な保守及び迅速な対応
が期待できるため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）



25
令和４年度市庁舎エレベータ保
守点検業務委託

財産監理課
　建築基準法に基づく市庁舎エレベータの保守点検業
務。

三菱電機ビルテクノ
サービス(株)九州支社

福岡市博多区住吉１－２
－２５

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

1,345,080円

　市庁舎では三菱電機ビルテクノサービス(株)が製造したエレベータを使用し
ており、同社と契約しなければ契約の目的を達成できないことから、西之表市
随意契約ガイドラインの事例②「特定の設備、技術若しくは技術を有する者又
は特定の販売業者と契約しなければ契約の目的を達成できない場合」に該当す
るため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

26
西之表市立地適正化計画策定業
務委託（令和４年度分）

建設課
　令和２年度から一体として取り組んでいる立地適正
化計画の策定業務（完成まで）。

株式会社パスコ鹿児
島支店

鹿児島市鴨池新町６番６
号

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

1,760,000円
　前業務に引き続き実施する一体の関係にある業務であり競争入札に適さない
ため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

27
令和４年度市道等維持補修作業
業務委託

建設課
　道路の路肩や法面の伐開作業、伐採木や草の収集、
除草、清掃の他、通行する人や車両の誘導等。

公益社団法人西之表市
シルバー人材センター

西之表市桜が丘７７７９
番地９３

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

11,906,400円
　地方自治法施行令第167条の２第１項第３号に該当する団体と契約するた
め。

28
令和４年度 榕城小学校維持管
理型しろあり防除業務委託

教育委員会
総務課

　校舎の劣化や損傷を軽減するための、しろあり蝕害
を防除するための業務委託。

株式会社　西日本シ
ロアリ

鹿児島市新屋敷町3番31
号

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

891,000円

　平成２７年度にベイト工法を用いたシロアリ防除業務を導入済み。同社が所
有するベイトステ－ションを１９０か所設置し、毎月点検を行いしろありの防
除を行う契約であるため、メーカーが限定され、それにより特定の者に発注す
る必要があるため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

29
種子島開発総合センター展示機
器保守点検業務委託

教育委員会
社会教育課

　種子島開発総合センター展示機器等10点の保守点検
株式会社　東宝映像
美術

東京都世田谷区成城1-4-
1

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

3,685,000円

　展示機器は、昭和58年（38年前）に、株式会社東宝映像美術が設計、製作及
び設置を行ったものである。詳細点検及び消耗品等の交換、故障時の原因究明
や機能回復を迅速かつ確実に行うには、独自のノウハウが必要であり、製作設
置業者以外に保守ができないため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第
２号該当）

30
西之表市民会館音響照明技術業
務委託

教育委員会
社会教育課

市民会館の舞台・音響・照明等の装置の操作及びその
補助業務委託。

有限会社　タイラプ
ロモーション

鹿児島県西之表市西之表
6402番地１

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

968,000円
　舞台操作業務は、専門的は知識及び技術が必要な業務であり、特別の能力を
目的とする業務の委託であり、その性質又は目的が競争入札に適さないため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

31 道路台帳管理システム使用料 建設課
　平成30年度に株式会社パスコ鹿児島支店が整備導入
した道路台帳システム使用料。

株式会社パスコ鹿児
島支店

鹿児島市鴨池新町６番６
号

令和4年4月1日～
　令和5年3月31日

月額110,000円
　平成30年度に株式会社パスコ鹿児島支店が整備導入した道路台帳システム使
用料であるため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

32
令和４年度コロナ対策在宅ワー
クスキルアップセミナー業務委
託

経済観光課

　感染症拡大の影響や多様な働き方の選択の一つとし
て今後在宅で仕事をしたいと考えている人約15名を対
象として、テレワークやリモートワークによるオンラ
イン事務をはじめ、ビジネス全般において、資料作成
等で活躍できるスキル習得を目指したセミナーを開催
し、雇用へ繋げるための業務を委託するもの。

株式会社イマクリエ
東京都港区東麻布2-3-5
第一ビル2階

令和4年5月27日～
　令和5年2月28日

1,694,000円

　きめ細やかな対応や受講後の就業等へ結びつける実践的な取組が必要である
ことから、民間によるノウハウ等を活用した優れた提案において事業者を選定
する必要があり、昨年度実施事業者の実績及び実施内容を踏まえ、セミナーの
普及や事業運営において継続的な取組として同一事業者が事業を行うことがよ
り効果を発揮すると判断したため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第
２号該当）

33
令和４年度『西之表市史』編さ
んコンサルティング業務

企画課
令和５年度に発刊予定の『西之表市史』作成に対する
コンサルティング業務

株式会社ぎょうせい
九州支社

福岡県福岡市早良区百道
浜2-4-27 AIビル２階

令和4年5月2日～
　　令和5年3月31
日

2,640,000円

　自治体史の確実かつ効率的な編さんを計画的に遂行するためには、編さん業
務を熟知し、執筆者との信頼関係を構築の上、コンサルティング能力を発揮す
ることが必要不可欠である。また、令和元年度から継続して業務を委託してお
り、業者を変更すると施行が不完全になるため。（地方自治法施行令第167条
の２第１項第２号該当）

34
令和４年度松くい虫防除事業業
務委託

農林水産課
　高度公益機能森林における松くい虫被害対策（薬剤
散布）業務委託。
（無人ヘリ散布　３ha）

有限会社アグリサ
ポート吹上

日置市吹上町田尻1802－
２

令和4年5月6日～
　令和4年6月30日

620,400円

　物品調達等入札参加資格者名簿にて、大分類：病害虫防除，小分類：樹木病
害虫駆除で登録されている事業者のうち、無人ヘリでの防除を実施している事
業者が１者のみであるため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該
当）

35
令和４年度コロナ対策地域活性
化プレミアム付商品券発行業務
委託（payどん）

経済観光課

　新型コロナウイルス感染症防止対策としてのキャッ
シュレスの推進及び域内消費の推進を行うために、鹿
児島銀行と連携したキャッシュレスによるプレミアム
付き商品券発行事業を実施する。

鹿児島銀行 鹿児島市金生町6番6号
令和4年5月6日～
　令和5年3月17日

1,121,000円
　鹿児島県内での他自治体との事例も有しており、市内での口座利用者も多
く、取扱店舗も増加しているため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第
２号該当）

36
庁内無線LANアクセスポイント
設置一式賃借料

企画課

　新型コロナ感染症の拡大に伴い、出張による会議開
催が減少し、ウェブ会議形式で開催されることが多く
なった。このため、ウェブ会議接続先の確保が必要と
なるため、庁内へ無線LANアクセスポイントを設置す
る。機器一式はリースとする。

NECキャピタルソ
リューション(株)

福岡市中央区天神一丁目
10番20号

令和5年3月1日～
　令和10年2月28日

月額216,315円

 当該業者は、鹿児島県町村会による推薦リース会社となっており、他リース
会社より低いリース料率であることから、西之表市においては、令和4年度電
算関係機器及び同周辺機器について推薦リース会社を利用することとしたため
（地方自治法施行令第167条の２第１項第7号該当）。



37
令和４年度西之表市魅力体験イ
ベント＆就活ツアー事業業務委
託

地域支援課

　本市の定住人口を増加させるとともに、医療・介
護・保育職の人材不足を補うため、首都圏の女性によ
るモニターツアーや首都圏からの就活ツアーを開催す
るもの。
（令和４年度事業の対象者：医療・介護・保育職の資
格を持つ首都圏の子育て世帯（ひとり親含む）の女
性）

株式会社Success
Holders

東京都港区六本木六丁目
８番１０号

令和4年6月30日～
　令和5年2月28日

4,400,000円

　本事業は、令和元年度から３年間実施するものであり、令和元年度はプロ
ポーザル方式により㈱ぱどを選考。令和２年度は新型コロナウイルスの影響に
より事業を中止せざるを得なかったため、令和４年度まで延長して実施するも
の。
　事業設計上、複数年かけてより効果的な本市の魅力発信やツアー催行等を図
るとともに、毎年度少しずつ対象者を絞り込みながら実施していくツアー造成
となっていることから、前業者に今年度も引き続き一体的に業務委託すること
で、本来の事業目的達成を図るため。（地方自治法施行令第167条の２第１項
第２号該当）
※令和２年１０月３０日付けで「㈱ぱど」から「㈱Success Holders」に社名
変更。

38
令和４年度地域資源活用推進業
務委託

地域支援課

地域資源活用推進業務を委託する。
１２校区において①商品化に向けた豊富な食資源を活
用した取り組み　②田舎暮らしを体験でき、健康面の
向上、景観を満喫できる周遊コースの設定　➂「ヨガ
の聖地」等、本市独自の資源を活用した取り組みと情
報発信の強化。

一般社団法人 全日本
ヨガ連盟

神奈川県横浜市南区永楽
町1丁目8番902号

令和4年6月1日～
　令和5年3月31日

3,300,000円

　ヨガと親和性のある地域資源の調査・発掘及び商品造成することや地域への
ヨガの普及活動をすることは本市と全日本ヨガ連盟が「ヨガの聖地」を活かし
た地域活性化推進連携協定を締結していることや、本業務の受託能力を有する
団体が全日本ヨガ連盟以外に存しないため、随意契約とした。令和３年度から
全日本ヨガ連盟に事業を委託し、継続性のある事業であるため。（地方自治法
施行令第167条の２第１項第２号該当）

39
令和4年度武部第5加圧機場高圧
開閉器取替修繕（現和地区）

農林水産課 高圧気中開閉器取替　N=1式
株式会社明興テクノ
ス

鹿児島市小松原市1丁目
10番8号

令和4年6月1日～
　令和4年12月20日

1,507,000円
　令和２年度（繰）に県営事業により本施設の設備更新を受託した（株）明興テ
クノスが、本施設の施設状況を十分把握しているため。（地方自治法施行令第167
条の２第１項第２号該当）

40
令和４年度西之表市商店街に係
るイベント時交通実態及び道路
空間デザイン検討支援業務委託

経済観光課

 中心商店街のメインストリートであり、まちなか
ゾーンの商店街リーディング軸である国道58号につい
て、港町再生のめざす未来像の一つである「歩きたく
なるお散歩みなとまち」を具現化するため、商店街の
活性化に向けた道路空間の活用に向けた方向性を整理
するため、ヒアリング調査等を集計・分析し、道路空
間デザインの方向性を取りまとめる支援業務を委託す
る。

株式会社ケー・
シー・エス

鹿児島市上荒田町26-11
令和4年6月1日～
　令和5年3月4日

1,991,000円

　令和元年度より実施している港町再生の道路空間デザインに係る業務であ
り、国道58号線一方通行化の社会実験及び交通流動形態調査業務を委託した事
業者に継続して委託することで、これまでの協議結果等を踏まえ、効果的な業
務を実施できると判断したため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２
号該当）

41
令和４年度　西町松下線道路維
持工事

建設課

工事延長　L=39.7ｍ
・落蓋側溝300×300(縦断用)　　　L=　　40　　ｍ
・表層工(密粒ｱｽｺﾝ)　ｔ=5㎝　　　A=　　12　　㎡
・路盤工(粒調砕石M40)　ｔ=15㎝　L=　　12　　㎡

藤田建設興業株式会
社

西之表市西町46
令和4年6月27日～
　令和4年7月29日

2,739,000円

　西町松下線については、老朽化が確認されており、将来的に維持工事計画が
あったが、当該道路に隣接する南九州ファミリーマート西之表西町店（仮）が
令和４年７月にオープン予定であることに伴い、当該施設の駐車場整備工事を
請け負っている上記業者に業務発注を行えば、駐車場整備工事と併せて工事実
施できることから、経費の節減につながるため。（地方自治法施行令第167条
の２第１項第７号該当）

42
令和４年度西之表市水着バス運
行業務委託

経済観光課
　夏休み期間中、西之表港から浦田海水浴場までの往
復区間で西之表市水着バスを運行するため、その業務
を委託する。

種子島・屋久島交通
株式会社

鹿児島県鹿児島市山下町
９番５号

令和4年7月21日～
　　令和4年9月9日

990,000円
　道路運送法（昭和26年法律第183号）による認可を受けており、本路線（西
之表港～浦田海水浴場間）を運行できるのが、種子島・屋久島交通㈱のみのた
め。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

43
令和４年度　統一モデル連結財
務諸表作成業務

財産監理課
　市における決算財務会計データの分析を行い、総務
省統一モデルによる連結財務書類を作成する。

株式会社地域科学研
究所　鹿児島事務所

鹿児島市加治屋町12－５
令和4年6月30日～
　令和5年3月31日

1,980,000円

　統一モデル連結財務諸表作成を行うために、市が保有する固定資産台帳の作
成も基本事項となっており、財産監理課管理・登記係で整備する公有財産台帳
情報との連携が不可欠であること、また、管理・登記係が導入している公共施
設マネジメントシステム（固定資産台帳整備も含まれる。）を株式会社地域科
学研究所と契約したことから、財務諸表作成については改めて別の業者との業
務委託を行うよりも、同業者に業務委託することが最も効率的で合理的である
こと。
また、公共施設マネジメントシステムとの一体化により、さらに安価となる見
込みであるため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

44
原油・物価等高騰に係る支援金
受付集計業務委託

経済観光課

　コロナ禍において原油価格や電気・ガス料金を含む
物価の高騰の影響を受け、事業の持続に困っている市
内の中小企業及び小規模事業者を救済することを目的
として、事業全般に幅広く使える支援金を支給するた
め、事業所からの申請受付及び申請書類の確認並びに
申請額集計に係る業務を委託する。

西之表市商工会 西之表市栄町２番地
令和4年7月26日～
　令和4年12月28日

891,000円

　これまでも事業持続化支援金受付集計業務委託及びがんばる事業所支援金受付
集計業務委託といった同様の事業を実施しており、当該業務への習熟度と体制確
保及び市や市内事業者等との連携体制の構築が容易であり、適正かつ確実な業務
遂行が見込まれる。また、本業務の性質上、市直営に比して業務委託の有効性が
ある事業所等は他にないため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該
当）

45
令和４年度地籍調査事業過年度
地区数値情報化業務委託

財産監理課

　過去の地籍調査で得られた情報を電磁化し、磁気記
録媒体に記録する。
実施区域：平成元年度調査地区（大字国上の一部）
筆数１，６１９筆、図根点情報１，２２５点

国土情報開発株式会社
東京都世田谷区池尻二丁
目７番３号

令和4年7月26日～
　令和5年2月10日

1,353,000円
　本市が使用している地籍調査事務支援システムは、国土情報開発株式会社と
の間にリース契約（長期継続）を交わしており、他者では業務実施が困難であ
るため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）



46
令和４年度たねがしまる首都圏
PR業務（たねがしまるブランド
推進事業）

経済観光課

　首都圏において本市の魅力的な地域資源を活用した
特産品の販路拡大・振興を図るため、消費購買意欲・
情報発信力の高い20～40代の女性をターゲットにして
本市の特産品の認知度を高めるとともに、ターゲット
に向けたプロモーションを実施するための支援業務を
委託する。

ランドブレイン株式
会社　鹿児島事務所

鹿児島市坂之上4-19-17
令和4年8月12日～
  令和5年2月28日

990,000円

 首都圏PR業務について、前業務に引き続き実施する一体の関係にある設計、
試験及び調査業務等に係る契約で、一体の関係にある業者でないと施行が不完
全になる場合があるため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該
当）

47
令和４年度西之表農業振興地域
整備計画策定業務委託

農林水産課

 西之表農業振興地域整備計画は、農業振興地域の整
備に関する法律に基づき整備するもので、本計画は平
成29年3月に前回見直しを行ったが、農地番データと
地図データが連結していないため、農用地区域の確認
作業等が煩雑化しており、既存の地図情報システムと
して活用している水土里情報システムとの連携が不可
欠であり、本計画を策定することで、データの随時更
新だけでなく、人・農地プランなどの他業務との連携
や農業委員会や土地改良区との業務連携が可能とな
る。

鹿児島県土地改良事
業団体連合会

鹿児島市名山町10番22号
令和4年9月1日～
　令和5年3月20日

4,290,000円

　鹿児島県土地改良事業団体連合会は、土地改良事業を行う者の共同組織であ
り、会員や地域のニーズに対応した事業の技術指導・援助・協力を行うなど、
共同の利益を増進することを目的に設立された営利を目的としない公共的団体
である。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

48
令和４年度電子会議用クラウド
ストレージサービス使用料

企画課

　本年度、庁内無線LANを整備し電子会議の環境を整
えるとともに、インターネット側における情報共有基
盤としてのクラウドストレージサービスにより、業務
の効率化を図る。

株式会社南日本情報
処理センター

鹿児島市東開町４－１０
４

令和4年10月1日～
　　令和5年3月31
日

2,344,320円
　当該事業者は、本市の庁内無線LANの施工業者であり、また、クラウドスト
レージサービス（Box）の正規代理店であるため。（地方自治法施行令第167条
の２第１項第２号該当）

49
令和４年度　市庁舎電話交換機
器一部更新

財産監理課

 現在、市庁舎において導入している電話交換機器類
については、平成１７年度に更新しており、導入から
１６年経過してる。デジタル電話交換設備は、耐用年
数が６年であるが、前回導入した富士通製の電話交換
機器類が１０年間保障の長期使用を想定した機器と
なっており、これまで、長期間にわたり使用してきた
ところである。しかし、故障時の部品調達が困難と
なった機器があるため、今回一部更新することで、庁
舎電話設備の長寿命化更新を図っていくもの。

富士電通株式会社 鹿児島市易居町1-33
令和4年9月6日～
　　令和5年3月31
日

7,700,000円

　既存の電話交換機器の一部の更新を行うことから、導入業者である富士電通
と契約をすることにより、設定情報や回線状況を熟知しているため、半導体不
足による不確定要素はあるものの、設置日数の短縮と費用を抑えることができ
る。また。軽微な修繕等が発生した場合でも対応できる体制が整っているた
め。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

50
令和４年度　マツ材線虫予防薬
の樹幹注入

建設課

　わかさ公園の松林を松くい虫被害から守るためのマ
ツ材線虫予防薬の樹幹注入作業。
予防薬（ｸﾞﾘｰﾝｶﾞｰﾄﾞNEO）900ｱﾝﾌﾟﾙを松200本程度に樹
幹注入する。

種子島森林組合
西之表市西之表6861番地
4

令和4年10月25日～
　令和4年12月28日

3,993,000円
　入札参加資格者名簿「大分類505：病害虫防除　小分類128：樹木病害虫駆
除」に登録の樹幹注入資格を有する市内業者が１者のみであるため。（地方自
治法施行令第167条の２第１項第２号及該当）

51
令和４年度　市庁舎エレベー
ター１号機改修

財産監理課

　現市庁舎のエレベーター１号機に関しては、平成８
年度に導入をしており、導入後25年経過している。耐
用年数が17年であるが、これまで保守点検等により長
期間にわたり使用してきたところである。しかし、故
障箇所によっては部品調達が困難となってきているた
め修理時間（停止時間）が長くなる可能性や、定期検
査において既存不適格（戸開走行保護装置、耐震対
策）の判定となるなど懸念がある。そのことからエレ
ベーター１号機の一部改修を行い、安全・安心に利用
できるように図っていくものである。
　更新機器：エレベーター　Elemotion+

三菱電機ビルソ
リューションズ株式
会社九州支社

福岡県福岡市博多区住吉
一丁目２番25号

令和4年10月25日～
　令和5年3月31日

17,050,000円

　本事業は、国土交通省が設置促進している「戸開走行保護装置」を装備する
改修である。そのため、既設エレベーターの導入業者である三菱電機ビルソ
リューションズ株式会社九州支社と随意契約したい。なお、本改修について
は、同業者と契約することにより、既設エレベーターのかご室等を流用し、工
期の短縮、費用の削減が図られるため。（地方自治法施行令第167条の２第１
項第２号該当）

52
令和４年度　コイン給水施設深
井戸水中ポンプ取替修繕（深川
地区）

農林水産課
水中ポンプ取替　N=1基（100L/min×41.7m×1.5KW×
3600min-1 三相　200V 60HZ)

（株）稲盛機工店
熊毛営業所

西之表市鴨女町209-6
令和4年11月15日～
　令和5年3月29日

1,540,000円

　本施設は平成12年に県単畑地かんがい事業により設置され、設置後22年が経
過している。現在水中ポンプの故障（老朽化　耐用年数15年）に伴い、圃場内
の作物・除草等の農業用水が供給できない状況である。市内の機械器具設置工
事業者は１者のため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

53
令和４年度　伊関調圧水槽監視
局施設修繕

農林水産課

西京ダムの水管理施設である、伊関調圧水槽監視局の
通信用鉄塔が老朽化により倒壊し建屋にも破損が発生
したことによる復旧工事。
鉄塔建替　N=1式
建屋修繕　N=1式
電気通信工事　N=1式

株式会社明興テクノ
ス

鹿児島市小松原市1丁目
10番8号

令和4年11月16日～
　令和5年３月29日

6,160,000円

　西京ダムの水管理施設である、伊関調圧水槽監視局の通信用鉄塔が老朽化に
より倒壊し建屋にも破損が発生した。本施設は、現在、県営事業により通信設
備の更新を予定している。この工事を受託している（株）明興テクノスが、本
施設の施設状況を十分把握しているため。（地方自治法施行令第167条の２第
１項第２号該当）

54
令和４年度　バイオ燃料製造施
設移設工事

経済観光課

　川迎ﾊﾞｲｵﾃﾞｨｰｾﾞﾙ燃料製造実証施設を旧現和中配膳
室へ移設設置するための工事一式
（機械設備、電気設備、消防設備）

（株）稲盛機工店
熊毛営業所

西之表市鴨女町209-6
令和4年12月7日～
　令和5年1月31日

6,930,000円

　地方自治法施行令第167条の２第１項第２号その性質又は目的が競争入札に
適さないもの事例⑮市の入札参加資格に係る市内登録業者（機械器具設置工
事）が１者のみのため、相手方特定されるため。（地方自治法施行令第167条
の２第１項第２号該当）

55
令和４年度　吸収冷温水機バー
ナーコントロールBOX交換修繕

財産監理課
・保守点検の結果を基に、耐用年数を超過している燃
焼部品の交換修繕を行う。
・バーナーコントロールBOX　２台

荏原冷熱システム株
式会社南九州営業所

鹿児島県鹿児島市薬師1-
6-5

令和4年11月14日～
　令和5年1月31日

1,472,020円

　市庁舎では荏原冷熱システム（株）が製造した吸収冷温水機を使用してお
り、製造と保守点検業務が密接な関係にあることから、西之表市随意契約ガイ
ドラインの事例②「特定の設備、技術若しくは技術を有する者又は特定の販売
業者と契約しなければ契約の目的を達成できない場合」に該当するため。（地
方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）



56
令和４年度　西之表市道路台帳
管理システム更新業務委託

建設課

　道路台帳データ作成及び更新（平面図、調書、道路
網図）　Ｌ＝0.9ｋｍ
　　安城平松線　　Ｌ＝0.62ｋｍ
　　西町上之原線　Ｌ＝0.28ｋｍ

株式会社パスコ鹿児
島支店

鹿児島市鴨池新町６番６
号

令和4年12月2日～
　令和5年3月31日

1,584,000円

　平成30年度に株式会社パスコ鹿児島支店が整備導入した道路台帳システムに
より道路改良分の道路台帳データ作成及び更新を行うため。
（事例②）特定の設備、技術を有する者又は特定の販売業者と契約しなければ
契約の目的を達成できないため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２
号該当）

57
令和４年度　ウエルネスツーリ
ズム推進事業業務委託

経済観光課

　離島活性化交付金に係る離島活性化事業計画の交流
促進事業・交流拡大のための仕掛けづくりとして、ウ
エルネスツーリズム推進を展開する。JALふるさと応
援隊に訪れてもらい体験・取材を行うと同時にモデル
コースを造成し、日本航空が運営するWebマガジン
「On Trip JAL」でその発信とPR素材の動画制作を行
う。

日本航空株式会社鹿
児島支店

鹿児島市東千石町１－38
令和4年12月21日～
　令和5年2月28日

3,256,000円

 日本航空が運営するWebマガジン「On Trip JAL」は、月間UUは約300,000UU、
月間PVは約600,000PVである。また、種子島への航空路線では同社のみの運行
しかなく、特に都市圏からの誘客を考慮すれば優位性があり、さらには、航空
路線の利用促進にもつながるものと考える。したがって、特定の者と契約を締
結しなければ契約の目的を達成できないため。（地方自治法施行令第167条の
２第１項第２号該当）

58
令和４年度ｅＬＴＡＸ　共通納
税税目追加総合運用試験対応業
務委託

税務課

　地方税共同機構が運営する地方税ポータルシステム
（ｅLTAX）により共通納税システムの機能提供を受け
ているが、令和5年4月から共通納税の税目（固定資産
税･都市計画税･軽自動車税種別割）が新たに追加され
ることに伴い総合的な連動試験に対応するため業務委
託を行う。

株式会社 日立システ
ムズ 中国支社

広島県広島市中区上幟町
３番３３

令和4年12月28日～
　令和5年3月31日

1,122,000円

　当該利用契約は、地方税共同機構電子化協議会が運営する地方税ポータルシ
ステム（eLTAX）により提供される各種システムのデータ連携によるサービス
を受けるもので、当該協議会の認定委託先事業者がサービス提供を行うことと
されているため認定委託先事業者である日立システムズ以外の者では円滑な運
用に支障をきたすため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

59
令和４年度　読書通帳導入業務
委託

社会教育課
　市立図書館で使用している既存の図書館システム
に、読書通帳機能を導入する。

富士通Japan株式会社
鹿児島支社

鹿児島市山之口町3-31
令和5年1月4日～
　令和5年3月31日

2,684,000円

　現在、市立図書館では、富士通Japanが提供する図書館システムを使用し、
図書の登録・貸出・返却管理を行っている。
今回新たに読書通帳機能を追加するにあたり、既存のシステムを利用して構築
する必要があるため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

60
令和４年度　医療扶助のオンラ
イン資格確認ネットワーク設定
業務委託

福祉事務所

　全国統一的に生活保護受給者の医療扶助オンライン
資格確認を行うためのネットワーク設定委託業務。事
業計画としては令和4年度中にシステム環境を整備
し、令和5年度で試験運用を行い令和5年度末（令和6
年3月頃）の本格稼働を予定している。

株式会社　南日本情
報処理センター

鹿児島市東開町4-104
令和5年2月24日～
　令和5年3月31日

820,600円
　既存のネットワーク機器の更新及び既存ネットワークシステムの設定変更業
務であるため、当該事業者以外が機器の設定変更や障害の対応等を行うことが
困難であるため。（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）


